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下請中小企業振興法第３条第１項の規定に基づく振興基準（案） 新旧対照表（傍線は改正部分） 

 

改 正 案 現   行 
前文 前文 
 

下請中小企業は、我が国産業の多くの分野において広汎に存
在し、国民経済の重要な担い手として我が国経済の著しい発展
を支えてきたが、近年の環境変化の中で、さらなる対応を求め
られている。 

また、経済のサービス化によるサービス業等の下請分業関係
も発達していることから、これらに対応した下請中小企業の経
営基盤強化が必要である。 

まず、下請中小企業を取り巻く環境として、国内面をみると
消費者ニーズの多様化・高度化、商品のライフサイクルの短命
化、技術革新、情報化の進展の中で、下請中小企業に対する要
請も品質、性能、コスト等あらゆる面で多様化、高度化してお
り、下請事業者としてもこれに適切に対応していかなければな
らなくなっている。 

また、国外との関係に目を向けると、特に製造業をはじめと
して、国際化の進展に伴い親企業の海外進出、海外との競争が
進むことにより、下請中小企業を取り巻く環境は一層厳しく
なっており、こうした状況に対処するために、また、東アジア
地域の発展等により我が国企業の従来の比較優位が失われつ
つある中で、親企業と下請中小企業双方が共存し競争力を維持
し発展していくためにも、親事業者、下請事業者ともに高度化
する需要側の要請への対応や新たな需要の創出が重要となっ
ている。 

他方、人材・労働力確保という面については、依然として下
請中小企業にとって、経営上の大きな問題である。 

特に、一般的に「働き手」とされる生産年齢人口（１５～６
４歳人口）は今後減少していくと考えられること、近年の国民
の豊かさ指向の強まりを背景として労働者の勤労に関する意
識の変化が見られること等から下請中小企業が今後とも労働
力を確保していくことは依然として容易ではない状況にある。
こうした中で、下請中小企業がその経営を存続するため、円滑
に人材・労働力確保を行っていくためには、労働時間短縮を始
めとする労働条件の改善や職場環境改善、福利厚生施設の整備
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改 正 案 現   行 
等、さらには、情報化や技術の向上への積極的対応等による企
業イメージの向上等を通じた魅力ある職場づくりが必要と
なっている。 

下請中小企業としては、このような環境の変化及び自らの実
情を十分認識し、 

① 親事業者にとって不可欠の企業となる 
② 親事業者を複数化・多角化する 
③ 製品、情報成果物及び役務（以下「製品等」という｡ ）

の自社開発により独立化をめざす 
等多様な対応を図っていく必要があるが、いずれの場合にして
も技術力の向上を中心とした体質改善、経営基盤の強化が不可
欠であり、そのための一層の自助努力が必要である。 

また、経営資源の確保が困難である小規模企業が下請中小企
業の大半であり、小規模企業をはじめとした経営資源の不足す
る下請中小企業にとっては、その不足する経営資源を補完する
ため、下請中小企業、親企業、支援機関等と有機的に連携する
ことが重要である。 

さらに、下請中小企業には、独自の技術力やノウハウを有す
ること等により、親企業と対等なパートナーシップを確立して
いるものもあるものの、その事業活動が親企業の発注の在り方
に左右されやすい面があることから、下請中小企業が体質改
善、経営基盤の強化や労働時間の短縮等を図っていくために
は、発注方式等の面における親企業の協力が必要である。 

親企業としても、下請中小企業の存在なくしては、より付加
価値の高い製品・サービスを生み出していくことが困難であ
り、自らの発展もあり得ないという点を十分認識し、親企業と
しての立場を利用して下請中小企業に不当な取引条件を押し
付けることなく、下請中小企業の体質改善、経営基盤の強化に
対しその自主性を尊重しつつ積極的な協力を行うとともに、納
期、納入頻度等における配慮等下請中小企業の労働時間短縮の
ための発注方式の改善等の協力を行うことが必要である。さら
に、自らの努力により自主的に事業を運営し得る有能な企業に
脱皮し、自立化や魅力ある職場づくりを行っていこうとする下
請中小企業に対しては、その努力を阻害することなく、必要に
応じこれに対する支援を行うことが望まれる。 

今後とも我が国経済が健全な発展を遂げ、同時に豊かな国民
生活を実現していくためには、我が国経済に広範に広がる下請
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分業システムにおける不公正、不透明な取引を排除するととも
に、親企業と下請中小企業とが相互の理解と信頼の下に協力関
係を築き、共存共栄を図っていくことが必要である。 

その際、下請中小企業の大半が小規模企業であることを踏ま
え、親企業は、小規模企業の下請取引の実態、経営の状況等を
勘案し、必要な考慮を払うことが必要である。 

この基準は、このような観点から、下請事業者に対して努力
の方向を示すとともに、これに対して親事業者がどのような協
力を行うべきかを示すことにより、下請中小企業の振興を図ろ
うとするものである。 
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第１ 下請事業者の生産性の向上及び製品若しくは情報成果
物の品質若しくは性能又は役務の品質の改善に関する事
項 

 
１） 下請事業者の努力 

今後、生産年齢人口が減少していくと考えられ、また、近
年の国民の豊かさ指向の強まりを背景として労働者の勤労
に関する意識の変化が見られる中で、下請事業者が円滑に人
材・労働力の確保を図るためには、労働時間の短縮を始めと
する労働条件の改善等魅力ある職場づくりに努めていくこ
とが必要である。 

また、下請事業者に対する技術の向上等の要請に対応した
一層の設備投資、技術開発を実施するため、また、経済の国
際化の一層の進展に適切に対応するため、その経営基盤の強
化を図ることも必要である。 

下請事業者は、このような課題を達成することができるよ
う、生産性の向上に努めるとともに、高度化する下請中小企
業に対する親企業の要求に応え、製品若しくは情報成果物の
品質若しくは性能又は役務の品質（以下「製品の品質等」と
いう｡）の向上に努めることが必要である。 
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２） 親事業者の協力 

親事業者は、下請事業者が生産性の向上又は製品の品質等
の改善のための措置を円滑に進め得るよう、必要な協力をす
るよう努めるものとする。 

 

２） 親事業者の協力 
親事業者は、下請事業者が生産性の向上又は製品の品質等

の改善のための措置を円滑に進め得るよう、必要な協力をす
るよう努めるものとする。 

 
第２ 親事業者の発注分野の明確化及び発注方法の改善に関

する事項 
 
１） 発注分野の明確化 

（１）親事業者は、下請事業者が長期的な需要見通しの下に
その生産、投資、技術開発等について長期的な経営方針を
樹立し得るよう、相当期間における親事業者の下請事業者
に対する発注分野（下請事業者に対して何を発注し、親事
業者自らがどのような物品を製造、修理し、どのような情
報成果物を作成し又はどのような役務を提供するのかの
区分をいう。以下同じ｡ ）を極力具体的に定め、これを親
事業者との取引関係を有する下請事業者に明示するもの
とする。 

なお、提示期間（発注分野が示される相当期間をいう。
以下同じ｡）中において下請事業者に対する発注分野を変
更することが予定される場合には、その内容を併せて示す
ものとする。 

（２）親事業者は、提示期間中における下請事業者に対する
発注は、前号の規定により明示した発注分野に沿ってこれ
を行うものとする。 

（３）第１号の規定により明示した発注分野は、当該提示期
間中においてはこれを変更しないものとする。 

技術革新により親事業者が発注を必要としなくなる場
合その他これに類するやむを得ない理由により、発注分野
を変更しようとするときは、その変更を行う時より相当期
間前に、下請事業者に対し、当該変更の内容を明示するも
のとする。 

（４）親事業者は、下請事業者に対する発注分野を変更する
ときは、当該変更に係る発注を受ける下請事業者に対し、
他の種類の発注、技術指導等を実施する等その経営に著し
い影響を及ぼさないよう十分に配慮するものとする。 

（５）下請事業者は、親事業者から要請のあった場合には、
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第１号の規定により明示された発注分野に係る秘密を守
るものとする。 

２） 長期発注計画の提示及び発注契約の長期化 
（１）親事業者は、継続的な取引関係を有する下請事業者に

対し、下請事業者が安定的かつ合理的な生産を行い得るよ
う、相当期間にわたる長期発注計画を提示するものとす
る。 

（２）親事業者は、長期発注計画の期間の長期化に努めるも
のとする。 

（３）親事業者は、下請事業者に対する具体的発注は、第１
号の規定により提示した長期発注計画に沿ってこれを行
うよう努めるものとする。 

（４）親事業者は、下請事業者に対する発注量を大幅に変動
させないよう配慮するものとし、特に、発注量を親事業者
の生産量の変動の程度以上に変動させないよう努めるも
のとする。 

（５）親事業者は、具体的発注についての契約を締結する場
合には、できる限りその期間を長期化するよう努めるもの
とする。 

（６）下請事業者は、親事業者から要請のあった場合には、
第１号の規定により提示された長期発注計画に係る秘密
を守るものとする。 

３） 発注の安定化等 
（１）親事業者は、下請事業者が合理的な生産を行い得るよ

う、下請事業者に対する発注に係る物品、情報成果物及び
役務（以下「物品等」という｡ ）の種類等の安定化及び発
注量の平準化に努めるものとする。 

また、将来の発注計画についての事前の情報提供及び事
前情報の精度の向上、あるいは一定の在庫の保有等による
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く、かつ、下請中小企業の労働時間の短縮が可能となるよ
う、下請事業者及び親事業者が協議して決定するものとす
る。また、親事業者は、下請中小企業の労働時間短縮の妨
げとなる週末発注・週初納入、終業後発注・翌朝納入、発
注内容の変更等について、抑制を図るものとするととも
に、あらかじめ指定した納入日以前の納入（指定納入日前
納入）に応じる等の措置を通じて、下請中小企業の納入事
務の軽減等に協力するものとする。 

（２）親事業者は、発注後における発注内容の変更、支給材
（親事業者から支給される原材料、半製品、部品、資材等
をいう。以下同じ｡ ）の支給の遅延等により、前号の規定
により定めた納期が下請事業者にとって無理なものと
なった場合には、その納期を変更する等、下請事業者の不
利益にならないよう十分に配慮するものとする。 

５） 発注の手続事務の円滑化等 
親事業者は、下請事業者に対する発注の手続事務及び支給

材の支給、設備、器具等（以下「設備等」という｡ ）の貸与
等に関する手続事務の円滑化、明確化に努めるものとする。
また、親事業者は、下請中小企業の労働時間の短縮のため、
下請事業者の要請に応じて、生産・配送システムの見直し等
の取組を共同して行うものとする。 

６） 設計・仕様書等の明確化による発注内容の明確化 
（１）親事業者は、不当なやり直しが生じないよう、発注に

際して下請事業者に対して示すべき設計図、仕様書等の内
容を明確化することにより、発注内容を明確にすることに
努めるものとする。 

（２）親事業者は、既に発注した物品等に係る設計、仕様等
を変更しようとするときは、下請事業者に損失を与えるこ
ととならないよう十分に配慮するものとする。 

７） 取引停止の予告 
親事業者は、継続的な取引関係を有する下請事業者との取

引を停止し、又は大幅に取引を減少しようとする場合には、
下請事業者の経営に著しい影響を与えないよう配慮し、相当
の猶予期間をもって予告するものとする。 
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１） 施設又は設備の導入 

（１）下請事業者は、生産性の向上及び製品の品質等の向上、
従業者の労働時間短縮、高齢者等の有効活用等を図るた
め、その行う物品の製造等の技術的特性、数量等の実態に
即して、高性能設備、専用設備、省力化設備、省エネルギー
設備、作業軽減のための設備等の導入に努めるとともに、
設備間及び工程間の有機的な関連の確保という観点から、
設備の配置及び種類について検討を行い、その改善に努め
るものとする。 

（２）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の
施設又は設備の導入に際し、発注品目、発注量等の変更、
設備の選定、配置、その効率的利用方法等に関する指導を
実施する等の協力を行うものとする。 

２） 技術の向上 
（１）下請事業者は、研究開発体制の整備、拡充により、従

来の製品等の改良、新しい製品等の開発、新材料の開発利
用等に努めるとともに、これらに必要な設計技術の向上を
図るものとする。 

（２）下請事業者は、製品等の不良発生原因の追及、合理的
工程の検討、作業標準の設定、内部検査基準の設定、検査
設備及び検査体制の拡充等により、品質管理技術等の向上
に努めるものとする。 

（３）下請事業者は、従業員の研修及び職業訓練の実施等に
より、現場作業技術の向上に努めるものとする。 

（４）下請事業者は、その行う製造の特性等に応じ、専門化
技術及び量産化技術又は多品種少量生産技術等の高度な
技術の取得に努めるものとする。 

（５）下請事業者は、省エネルギー技術、公害防止技術及び
安全衛生技術等の取得に努めるものとする。 

（６）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の
技術の向上について、技術指導員の派遣、講習会の開催、
下請事業者の従業員の研修の受入れを実施する等の協力
を行うものとする。 

（７）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の
技術開発に協力するとともに、可能な範囲内において、自
己の所有する知的財産を提供するものとする。 
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また、親事業者は、自らの技術指導や研究者派遣等の協

力により、下請事業者が開発した技術の実施及びその成果
の帰属につき下請事業者の適正な利益に十分配慮するも
のとする。 

この考えを踏まえ、親事業者、下請事業者の双方が寄与
した技術・ノウハウ等の帰属については、両者の知的貢献
度を十分踏まえた上で、契約書において明確化するよう努
めるとともに、取引において相手方の技術・ノウハウ等を
知り得る場合は、機密保持契約を締結し、また、対価の考
え方を正当に定め明確化するよう努めるものとする。 

３） 経営管理等の改善 
（１）下請事業者は、長期経営方針、利益計画、資金計画、

設備計画、生産計画等の経営計画の作成、価値分析の実施、
計数管理方式の導入等その経営の実態に即した効果的な
経営管理手法の採用により、経営管理の改善に努めるもの
とする。また、労働力需給の中長期的動向を踏まえ、労働
力の確保を図るために必要な労働時間の短縮、職場環境の
改善等人事・労務管理の改善に努めるものとする。 

（２）親事業者は、下請事業者の要請に応じ、下請事業者の
経営管理及び人事・労務管理の改善について、講習会、研
究会を開催する等の協力を行うものとする。 

４） 事業の共同化 
（１）下請事業者は、その業種、業態等の実態に応じて、量

産化、専門化、付加価値の増大、施設又は設備の導入、研
究開発の効率化、販売力の強化、原材料等の購買の合理化、
情報収集の効率化、人材・労働力確保の円滑化、福利厚生
施設の整備、海外進出の円滑化等を効果的に推進するた
め、他事業者との共同化を積極的に実施するものとする。

（２）親事業者は、下請事業者の要請に応じて、発注品目、
発注量等の変更、発注方法の整備、技術指導、経営指導を
実施する等、下請事業者の共同化を進めやすくするよう適
切な措置を講ずるものとする。 

５） 情報化への積極的対応 
（１）下請事業者は、管理能力の向上、受注から給付の提供

に至るまでの事務量軽減、事務の迅速化等を効率的に推進
するため、情報関連機器の積極的導入に努めるとともに、
電子受発注等に対しても、その効果等を十分検討の上基本
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的にはこれに積極的に対応していくことが必要である。 

（２）親事業者は、下請事業者が情報化の進展に円滑に対応
することができるよう、下請事業者の要請に応じ、管理能
力の向上についての指導、標準的なコンピュータ又はソフ
トウェアの提供、データベースの提供、オペレータの研修、
コンピュータ、ソフトウェア等に係る費用負担軽減のため
の援助等の協力を行うものとする。 

（３）親事業者は、下請事業者に対し電子受発注等を行う場
合には次の事項に配慮するものとする。 
① 電子受発注等を行うこととするかどうかの決定にあ

たっては、下請事業者の自主的判断を十分尊重すること
とし、これに応じないことを理由として、不当に取引の
条件又は実施について不利な取扱いをしないこと。 

② 下請事業者に対し、正当な理由なく、自己の指定する
コンピュータその他の機器又はソフトウェア等の購入
又は使用を求めないこと。 

③ 下請事業者に対する電子受発注等に係る指導等の際、
併せてその経営、財務等の情報を把握すること等によ
り、その経営の自主性を侵さないこと。 

④ 自己が負担すべき費用を下請事業者に負担させない
こと。 

⑤ 下請事業者が電子受発注等に円滑に対応することが
できるよう、長期発注計画の提示、発注の安定化及び納
期の適正化には特に留意すること。 

⑥ 下請事業者が不測の不利益を被ることがないよう、両
事業者間の費用分担、取引条件等について、事前に基本
契約書又はこれに準ずる文書により明確に定めておく
こと。 

⑦ その他政府により定められている電子受発注等につ
いての指針を遵守すること。 

的にはこれに積極的に対応していくことが必要である。 
（２）親事業者は、下請事業者が情報化の進展に円滑に対応

することができるよう、下請事業者の要請に応じ、管理能
力の向上についての指導、標準的なコンピュータ又はソフ
トウェアの提供、データベースの提供、オペレータの研修、
コンピュータ、ソフトウェア等に係る費用負担軽減のため
の援助等の協力を行うものとする。 

（３）親事業者は、下請事業者に対し電子受発注等を行う場
合には次の事項に配慮するものとする。 
① 電子受発注等を行うこととするかどうかの決定にあ

たっては、下請事業者の自主的判断を十分尊重すること
とし、これに応じないことを理由として、不当に取引の
条件又は実施について不利な取扱いをしないこと。 

② 下請事業者に対し、正当な理由なく、自己の指定する
コンピュータその他の機器又はソフトウェア等の購入
又は使用を求めないこと。 

③ 下請事業者に対する電子受発注等に係る指導等の際、
併せてその経営、財務等の情報を把握すること等によ
り、その経営の自主性を侵さないこと。 

④ 自己が負担すべき費用を下請事業者に負担させない
こと。 

⑤ 下請事業者が電子受発注等に円滑に対応することが
できるよう、長期発注計画の提示、発注の安定化及び納
期の適正化には特に留意すること。 

⑥ 下請事業者が不測の不利益を被ることがないよう、両
事業者間の費用分担、取引条件等について、事前に基本
契約書又はこれに準ずる文書により明確に定めておく
こと。 

⑦ その他政府により定められている電子受発注等につ
いての指針を遵守すること。 

 
第４ 対価の決定の方法、納品の検査の方法その他取引条件の

改善に関する事項 
 
１） 対価の決定の方法の改善 

（１）取引対価は、取引数量、納期の長短、納入頻度の多寡、
代金の支払方法、品質、材料費、労務費、運送費、在庫保

 
第４ 対価の決定の方法、納品の検査の方法その他取引条件の

改善に関する事項 
 
１） 対価の決定の方法の改善 

（１）取引対価は、取引数量、納期の長短、納入頻度の多寡、
代金の支払方法、品質、材料費、労務費、運送費、在庫保
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有費等諸経費、市価の動向等の要素を考慮した、合理的な
算定方式に基づき、下請中小企業の適正な利益を含み、労
働時間短縮等労働条件の改善が可能となるよう、下請事業
者及び親事業者が協議して決定するものとする。 

その際、取引の対象となる物品等に係る特許権、著作権
等知的財産権の帰属及び二次利用に対する対価並びに当
該物品等の製造等を行う過程で生じた財産的価値を有す
る物品等や技術に係る知的財産権の帰属及び二次利用に
対する対価についても十分考慮するものとする。 

（２）前号の協議は、下請事業者が作成する見積書に基づき
継続的な発注に係る物品等については少なくとも定期的
に、その他の物品等については発注の都度行うものとす
る。 

また、材料費の大幅な変更等経済情勢の変化や発注内容
の変更に応じ、対価について随時再協議を行うものとす
る。 

さらにこれらの協議の記録については両事業者におい
て保存するものとする。 

２） 納品の検査の方法の改善 
（１）親事業者が下請事業者に対し発注をしようとする場合

には、下請事業者及び親事業者は、納品（役務の提供を含
む給付の提供をいう。以下同じ｡ ）の検査の実施方法、実
施時期、当該発注に係る物品等の適正な検査基準、検査の
結果不合格となった物品等の取扱い及び納品の過不足の
場合の処理の方法を、あらかじめ、協議して定めるものと
する。 

（２）親事業者は、納品の検査は、前号の規定により定めた
検査の実施方法及び検査基準に基づき、当該納入後、速や
かに、これを行うものとする。 

３） 支給材の支給及び設備等の貸与の方法の改善 
（１）親事業者が下請事業者に対し支給材を支給しようとす

る場合又は設備等を貸与しようとする場合には、下請事業
者及び親事業者は、支給材又は設備等の保管の方法及び瑕
疵ある場合の取扱い、支給材の所要量の算定方法及び残材
の処理の方法、支給又は貸与の時期並びに対価の決定方法
その他支給又は貸与について必要な規定を、あらかじめ、
協議して定めるものとする。 

有費等諸経費、市価の動向等の要素を考慮した、合理的な
算定方式に基づき、下請中小企業の適正な利益を含み、労
働時間短縮等労働条件の改善が可能となるよう、下請事業
者及び親事業者が協議して決定するものとする。 

その際、取引の対象となる物品等に係る特許権、著作権
等知的財産権の帰属及び二次利用に対する対価並びに当
該物品等の製造等を行う過程で生じた財産的価値を有す
る物品等や技術に係る知的財産権の帰属及び二次利用に
対する対価についても十分考慮するものとする。 

（２）前号の協議は、下請事業者が作成する見積書に基づき
継続的な発注に係る物品等については少なくとも定期的
に、その他の物品等については発注の都度行うものとす
る。 

また、材料費の大幅な変更等経済情勢の変化や発注内容
の変更に応じ、対価について随時再協議を行うものとす
る。 

さらにこれらの協議の記録については両事業者におい
て保存するものとする。 

２） 納品の検査の方法の改善 
（１）親事業者が下請事業者に対し発注をしようとする場合

には、下請事業者及び親事業者は、納品（役務の提供を含
む給付の提供をいう。以下同じ｡ ）の検査の実施方法、実
施時期、当該発注に係る物品等の適正な検査基準、検査の
結果不合格となった物品等の取扱い及び納品の過不足の
場合の処理の方法を、あらかじめ、協議して定めるものと
する。 

（２）親事業者は、納品の検査は、前号の規定により定めた
検査の実施方法及び検査基準に基づき、当該納入後、速や
かに、これを行うものとする。 

３） 支給材の支給及び設備等の貸与の方法の改善 
（１）親事業者が下請事業者に対し支給材を支給しようとす

る場合又は設備等を貸与しようとする場合には、下請事業
者及び親事業者は、支給材又は設備等の保管の方法及び瑕
疵ある場合の取扱い、支給材の所要量の算定方法及び残材
の処理の方法、支給又は貸与の時期並びに対価の決定方法
その他支給又は貸与について必要な規定を、あらかじめ、
協議して定めるものとする。 
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（２）親事業者は、下請事業者に対する支給材の支給又は設

備等の貸与は、前号により定めた規定に基づき、これを行
うものとする。 

（２）親事業者は、下請事業者に対する支給材の支給又は設
備等の貸与は、前号により定めた規定に基づき、これを行
うものとする。 

４） 下請代金の支払方法の改善 
（１）親事業者は、下請代金の支払は、発注に係る物品等の

受領後、できる限り速やかに、これを行うものとする。ま
た、下請代金はできる限り現金で支払うものとし、少なく
とも賃金に相当する金額については、全額を現金で支払う
ものとする。 

（２）親事業者は、下請代金を手形で支払う場合には、手形
期間の短期化に努め、例えば、手形期間が６０日を超える
場合には６０日以内となるようにするなど、段階的に手形
期間の短縮に努めるものとする。また、親事業者が政府に
より標準手形期間が定められている業種に属するもので
あるときは、少なくとも当該手形期間を超えないものとす
る。 

（３）親事業者は、下請代金の支払方法として一括決済方式
（親事業者、下請事業者及び金融機関の間の約定に基づ
き、下請事業者が下請代金の全部又は一部に相当する下請
代金債権を担保とし又は譲渡して金融機関から当該下請
代金の額に相当する金銭の貸付け又は支払を受けること
ができることとし、親事業者が当該下請代金債権の額に相
当する金銭を当該金融機関に支払うこととする方式をい
う。以下同じ｡ ）を用いる場合には、次の事項に配慮する
ものとする。 
① 一括決済方式への加入及び脱退は下請事業者の自主

的判断を十分尊重すること。 
② 一括決済方式に加入した下請事業者に対し、支払条件

を従来に比して実質的に不利となるよう変更しないこ
と及び一括決済方式に変更することによって生じる費
用を負担させないこと。また、加入しない下請事業者に
対し、これを理由として不当に取引の条件又は実施につ
いて不利な取扱いをしないこと。 

③ 手形で支払う場合と同様に、下請代金の支払期日から
下請代金債権の額に相当する金銭を金融機関に支払う
期日までの期間の短縮化に努めること。 

④ その他政府により定められている一括決済方式につ

４） 下請代金の支払方法の改善 
（１）親事業者は、下請代金の支払は、発注に係る物品等の

受領後、できる限り速やかに、これを行うものとする。ま
た、下請代金はできる限り現金で支払うものとし、少なく
とも賃金に相当する金額については、全額を現金で支払う
ものとする。 

（２）親事業者は、下請代金を手形で支払う場合には、手形
期間の短期化に努めるものとし、親事業者が政府により標
準手形期間が定められている業種に属するものであると
きは、少なくとも当該手形期間を超えないものとする。 

 
 
 

（３）親事業者は、下請代金の支払方法として一括決済方式
（親事業者、下請事業者及び金融機関の間の約定に基づ
き、下請事業者が下請代金の全部又は一部に相当する下請
代金債権を担保とし又は譲渡して金融機関から当該下請
代金の額に相当する金銭の貸付け又は支払を受けること
ができることとし、親事業者が当該下請代金債権の額に相
当する金銭を当該金融機関に支払うこととする方式をい
う。以下同じ｡ ）を用いる場合には、次の事項に配慮する
ものとする。 
① 一括決済方式への加入及び脱退は下請事業者の自主

的判断を十分尊重すること。 
② 一括決済方式に加入した下請事業者に対し、支払条件

を従来に比して実質的に不利となるよう変更しないこ
と及び一括決済方式に変更することによって生じる費
用を負担させないこと。また、加入しない下請事業者に
対し、これを理由として不当に取引の条件又は実施につ
いて不利な取扱いをしないこと。 

 
 
 
③ その他政府により定められている一括決済方式につ
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いての指針を遵守すること。 

（４）親事業者は、下請代金の支払方法として電子記録債権
を用いる場合には、次の事項に配慮するものとする。 
① 電子記録債権による支払は下請事業者の自主的判断

を十分尊重すること。 
② 手形で支払う場合と同様に、電子記録債権の支払期間

の短縮化に努めること。 
③ その他政府により定められている電子記録債権につ

いての指針を遵守すること。 
 

いての指針を遵守すること。 
（新設） 

第５ 下請事業者の連携の推進に関する事項 
 
１） 一般的留意事項 

（１）下請事業者は、施設又は設備の導入、技術の向上、経
営の合理化、事業の共同化等をグループとして効率的に推
進するため、及び親事業者と下請事業者との円滑な関係を
確立するため、事業協同組合による組織化等の連携を積極
的に進めるものとする。 

（２）下請事業者の連携によるグループ（以下「下請グルー
プ」という｡）は、自主的かつ積極的に活動するものとす
る。 

（３）下請グループは、下請事業者の連携をより効果的なも
のとするため、他の下請グループとの連携を図るものとす
る。このため、下請グループ相互の連合組織の拡大強化に
努めるものとする。 

（４）親事業者は、下請事業者の連携に協力し、その育成に
努めるものとする。 

また、親事業者は、下請グループの自主的な運営を阻害
してはならないものとする。 

（５）親事業者と下請グループは、発注分野の明確化、発注
方法の改善、取引条件の改善その他の適正な取引慣行の樹
立その他親事業者と下請事業者との間の円滑な関係の推
進を図るため、定期的な協議を行うよう努めるとともに、
必要に応じ、随時、協議を行うものとする。 

２） 特定下請連携事業計画 
特定下請事業者が特定下請連携計画を作成するにあたって

は、以下の内容を満たすものとする。 

第５ 下請事業者の連携の推進に関する事項 
 
 

（１）下請事業者は、施設又は設備の導入、技術の向上、経
営の合理化、事業の共同化等をグループとして効率的に推
進するため、及び親事業者と下請事業者との円滑な関係を
確立するため、事業協同組合による組織化等の連携を積極
的に進めるものとする。 

（２）下請事業協同組合等下請事業者の連携による団体（以
下「下請団体」という｡）は、自主的かつ積極的に活動す
るものとする。 

（３）下請団体は、下請事業者の連携をより効果的なものと
するため、他の下請団体との連携を図るものとする。この
ため、下請団体相互の連合組織の拡大強化に努めるものと
する。 

（４）親事業者は、下請事業者の連携に協力し、その育成に
努めるものとする。 

また、親事業者は、下請団体の自主的な運営を阻害して
はならないものとする。 

（５）親事業者と下請団体は、発注分野の明確化、発注方法
の改善、取引条件の改善その他の適正な取引慣行の樹立そ
の他親事業者と下請事業者との間の円滑な関係の推進を
図るため、定期的な協議を行うよう努めるとともに、必要
に応じ、随時、協議を行うものとする。 

（新設） 
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（１）特定下請連携事業の目標 

特定親事業者以外の者との取引を開始又は拡大し、特定
下請取引への依存の状態を改善すること。 

なお、特定下請取引への依存の状態の改善とは、３～５
年以内の計画期間内に、特定親事業者への取引依存度が年
１％以上低下することをいう。 

（２）特定下請連携事業の内容 
① 組織体制 

複数の下請事業者その他の事業者で構成する連携体
（以下単に「連携体」という。）が１つの事業体として
活動できるよう、明確な目的及び事業方針を参加事業者
間で共有し、事業目標を定めていること。 

参加事業者間で規約等を策定し、対内的な役割分担、
対外的な取引関係における責任体制のあり方等を明確
化すること。 

② 中核となる者の存在 
参加事業者がそれぞれの経営資源を有効に活用して

事業活動を行うため、連携体内で適切にリーダーシップ
を発揮し、事業連携の核となる者が存在すること。 

③ 知識連携と取引連携の組合せ 
ノウハウの共有及び向上に向けた活動（知識連携）と

取引先開拓に向けた活動（取引連携）を組み合わせた活
動であり、連携活動による個々の下請事業者における効
果が目的等において明確となっていること。 

④ 特定親事業者以外の者の課題等に対応した製品又は
役務の提供 

課題解決型ビジネスを実施するものであり、以下のい
ずれの内容をも行うものであること。 
イ．連携においては、ノウハウ等の向上に向けた活動と、

受注獲得の活動を組み合わせて、それらが相互に作用
しつつ、事業活動を行うこと。 

ロ．市場・顧客との情報交換を実施し、取引先の課題・
ニーズを把握していること。 

ハ．自社及び連携体メンバーの強み及び弱みを分析し、
技術、ノウハウ等の組み合わせによる相乗効果を発揮
して、課題解決の幅を拡大していること。 

ニ．顧客に対して企画・提案を実施するなど、顧客の課
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題・ニーズに対応した製品・サービスを提供すること

⑤ その他 
イ．特定下請事業者の主体的参画 

特定下請連携事業計画は、特定下請事業者が主体的
に参画することが必要である。 

ロ．新たな事業活動 
新たな事業活動は、個々の中小企業者にとって新た

な事業活動であれば、すでに他社において採用されて
いる技術・方式等を活用する場合についても原則とし
て該当する。 

 
第６ 下請事業者の自主的な事業の運営の推進に関する事項 
 
１） 一般的留意事項 

（１）下請事業者の自主性の尊重 
親事業者は、下請事業者との取引、下請事業者に対する

指導等に際し、下請事業者の自主性を尊重するよう留意す
るものとする。 

（新設） 
 
 
 

（２）下請事業者の取引先の開拓等 
親事業者は、下請事業者の取引先の開拓、変更等につい

て不当に干渉してはならないものとする。特に、特定下請
事業者や小規模事業者である下請事業者が自主的に行う
取引先の開拓、変更等においては、特段の事情がない限り、
当該取引先の開拓、変更等に対する指導等を行わないもの
とする。 

（３）下請関係円滑化のための親事業者の体制の整備 
親事業者は、下請事業者との取引、下請事業者に関する

指導その他下請事業者との関係全般について、下請事業者
が容易に親事業者との連絡協議を図ることができ、その連
絡協議に対し、親事業者としての責任ある処理をなし得る
よう、親事業者内の体制の整備に努めるものとする。 

また、親事業者は、その外注担当者が、下請取引を行う
上で必要な関係法令等に対する理解を深めるよう努める
ものとする。 

２） 取引先の課題及びニーズに対応した製品・役務の提供 
下請事業者は、親事業者との取引その他の取引を行うにあ

たり、提供する製品・役務をより付加価値の高いものとして
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いくために、営業等を実施して親事業者等の取引先の課題・
ニーズの把握に努めるとともに、取引先の課題・ニーズに対
応した製品・役務を提供できるようにするため、企画・設計
等について社内人材の育成や他の特定下請事業者等との連
携を進めるよう努めること。 

３） 最近の経済環境の変化に伴う留意点 
（１）国際化の進展に伴う留意点 

① 下請事業者は次の事項に留意するものとする。 
イ．下請事業者は、親事業者の海外進出の進展等の動き

を踏まえ、その技術力、経営基盤等の強化に努め、自
ら取引の可能性の幅を拡大するよう努めること。 

ロ．下請事業者は、自ら海外進出を行う場合には、十分
な事前準備を行うほか、共同化を図るなどにより、そ
の円滑な実施に努めること。 

② 親事業者は次の事項に配慮するものとする。 
イ．親事業者は、海外進出等に際しては、その計画につ

いての情報を計画の進捗に応じて逐次下請事業者に
提供すること。また、親事業者の海外進出等に際して、
製品等の多角化、新規親事業者の開拓等下請事業者が
対応を図ることに対し、積極的な支援を行うことと
し、海外進出等の計画の早期の段階から、それらの対
応に必要な技術・ノウハウの提供、新規取引先の紹
介・あっせん等を行うよう努めること。 

ロ．下請事業者に対し、海外進出を要請する場合には、
下請事業者の自主的判断を十分尊重するとともに、親
事業者としての立場を利用して海外進出を強制し又
は要請に応じないことを理由として不当に取引の条
件又は実施について不利な取扱いをしないこと。 

ハ．下請事業者が親事業者とともに海外進出を行う場合
には、親事業者は下請事業者に対し現地の労働面、市
場面その他の面の事情について、十分な情報提供、指
導その他必要な協力を行うこと。 

（２）親事業者の事業再編の進展に伴う留意点 
① 下請事業者は親事業者の事業所の集約化等に伴う移

転、閉鎖、内製化等（以下「工場移転等」という｡ ）の
事業再編の動きを踏まえ、その技術力、経営基盤等の強
化に努め、自らの取引の可能性の幅を拡大するよう努め
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るものとする。 

② 親事業者は、工場移転等に際してはその計画について
の情報を計画の進捗に応じて逐次提供すること。また、
製品等の多角化、新規親事業者の開拓等下請事業者が対
応を図ることに対し、積極的な支援を行うこととし、工
場移転等の事業再編の早期の段階から、それらの対応に
必要な技術・ノウハウの提供、新規取引先の紹介・あっ
せん等を行うよう努めるものとする。 

（３）経済情勢の急激な変化に伴う下請事業者への配慮 
短期間における経済情勢の急激な変化により、親事業者

が影響を受ける場合には、その影響は極力親事業者自身が
吸収するとともに、下請事業者に不当に転嫁しないよう努
めるものとする。 

 
第７ 下請取引に係る紛争の解決の促進に関する事項 
 

（１）親事業者は、下請事業者から取引条件の改善、下請代
金支払等下請取引の紛争に関する協議の申し出があった
場合には、協議に応じるものとする。 

（２）親事業者は、下請取引の紛争に関する協議において、
下請事業者から、下請企業振興協会が行う紛争のあっせん
等、裁判外紛争処理手続の利用の申し出があった場合に
は、手続の活用について応諾するものとする。 

（３）下請事業者は、必要に応じて下請企業振興協会の紛争
解決のあっせんを活用するなど、紛争の円滑な解決に努め
るものとする。 

 

（新設） 

第８ その他下請中小企業の振興のため必要な事項 
 

（削る） 

第６ その他下請中小企業の振興のため必要な事項 
 
１） 一般的留意事項 

（１）下請事業者の自主性の尊重 
親事業者は、下請事業者との取引、下請事業者に対する

指導等に際し、下請事業者の自主性を尊重するよう留意す
るものとする。特に、下請事業者の取引先の開拓、変更等
について不当に干渉してはならないものとする。 

（２）下請関係円滑化のための親事業者の体制の整備 
親事業者は、下請事業者との取引、下請事業者に関する
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指導その他下請事業者との関係全般について、下請事業者
が容易に親事業者との連絡協議を図ることができ、その連
絡協議に対し、親事業者としての責任ある処理をなし得る
よう、親事業者内の体制の整備に努めるものとする。 

また、親事業者は、その外注担当者が、下請取引を行う
上で必要な関係法令等に対する理解を深めるよう努める
ものとする。 

１）  基本契約の締結 
下請事業者及び親事業者は、継続的取引に関しては、その

取引に関する基本的な事項を定めた契約を締結し、当該契約
に基づき、取引を行うものとする。 

２）  国等の他の施策との関連 
（１）下請事業者及び親事業者は、試験研究機関等による技

術指導、技術情報の提供等国又は地方公共団体による施策
を積極的に活用するものとする。 

（３）基本契約の締結 
下請事業者及び親事業者は、継続的取引に関しては、そ

の取引に関する基本的な事項を定めた契約を締結し、当該
契約に基づき、取引を行うものとする。 

（４）国等の他の施策との関連 
① 下請事業者及び親事業者は、試験研究機関等による技

術指導、技術情報の提供等国又は地方公共団体による施
策を積極的に活用するものとする。 

（削る） ② 下請事業者は、その属する業種について、中小企業経
営革新支援法による業種別の経営基盤強化計画等が定
められている場合には、当該計画に定める事項を達成す
るよう努めるものとし、親事業者は、これに協力するも
のとする。 

（２）親事業者は、下請企業振興協会による下請取引のあっ
せんに対する協力等を通じ、下請事業者の仕事量の確保に
努めるものとする。 

（３）複数の取引先を有する下請中小企業にとって、取引先
の休日の不一致は、休日取得の妨げとなることから、下請
中小企業の労働時間短縮を推進するため、親事業者は休日
カレンダーの作成等により、業種や地域の特性を踏まえつ
つ、その事業所間、あるいは親企業相互の休日の調整を進
めていくものとする。 

（４）下請事業者及び親事業者は、本基準の遵守その他事業
の運営にあたり、省エネルギー対策、公害の防止、リサイ
クル、地球温暖化防止等の環境保全対策及び労働基準・安
全衛生の確保その他国の施策との関連に十分に配慮する
ものとする。 

３） 本基準遵守のための下請事業者との協力関係等 
（１）下請事業者、下請グループ、親事業者及び親事業者を

主たる構成員とする団体（以下「親事業者団体」という｡ ）

③ 親事業者は、下請企業振興協会による下請取引のあっ
せんに対する協力等を通じ、下請事業者の仕事量の確保
に努めるものとする。 

④ 複数の取引先を有する下請中小企業にとって、取引先
の休日の不一致は、休日取得の妨げとなることから、下
請中小企業の労働時間短縮を推進するため、親事業者は
休日カレンダーの作成等により、業種や地域の特性を踏
まえつつ、その事業所間、あるいは親企業相互の休日の
調整を進めていくものとする。 

⑤ 下請事業者及び親事業者は、本基準の遵守その他事業
の運営にあたり、省エネルギー対策、公害の防止、リサ
イクル、地球温暖化防止等の環境保全対策及び労働基
準・安全衛生の確保その他国の施策との関連に十分に配
慮するものとする。 

（５）本基準遵守のための下請事業者との協力関係等 
① 下請事業者、下請団体、親事業者及び親事業者を主た

る構成員とする団体（以下「親事業者団体」という｡ ）
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は、互いに意思の十分な疎通を図りつつ、本基準の円滑な
実施に努めるものとする。 

（２）下請事業者、下請グループ、親事業者及び親事業者団
体は、それぞれ、本基準の実施に関して、都道府県、各省
庁の地方支分部局及び各省庁並びに下請企業振興協会の
指導、助言等を積極的に活用するとともに、これらの機関
からの指導、助言に十分に協力するものとする。 

４） 売掛債権の譲渡承諾 
親事業者は、下請事業者が売掛債権を担保等として資金を

調達できるよう、売掛債権の譲渡の承諾に適切に努めるもの
とする。 

５） 知的財産の取扱いについて 
（１）下請事業者は、自己の所有する知的財産について、特

許権、著作権等権利の取得、機密保持契約による営業秘密
化等により、管理保護に努めるものとする。 

（２）下請事業者及び親事業者は、特許権、著作権等知的財
産権や、営業秘密等知的財産の取扱いに関して、契約書の
締結及び契約内容の明確化に努めるものとする。 

（３）親事業者は、契約上知り得た下請事業者の特許権、著
作権等知的財産権や営業秘密等の知的財産の取扱いに関
して、下請事業者に損失を与えることのないよう、十分な
配慮を行うものとする。 

６） 計算書類等の信頼性確保 
下請事業者は、取引先の拡大、資金調達先の多様化、資金

調達の円滑化等のため、「中小企業の会計に関する基本要
領」又は「中小企業の会計に関する指針」に拠った信頼性の
ある計算書類等の作成及び活用に努めるものとする。 

は、互いに意思の十分な疎通を図りつつ、本基準の円滑
な実施に努めるものとする。 

② 下請事業者、下請団体、親事業者及び親事業者団体は、
それぞれ、本基準の実施に関して、都道府県、各省庁の
地方支分部局及び各省庁並びに下請企業振興協会の指
導、助言等を積極的に活用するとともに、これらの機関
からの指導、助言に十分に協力するものとする。 

（６）売掛債権の譲渡承諾 
親事業者は、下請事業者が売掛債権を担保等として資金

を調達できるよう、売掛債権の譲渡の承諾に適切に努める
ものとする。 

（７）知的財産の取扱いについて 
① 下請事業者は、自己の所有する知的財産について、特

許権、著作権等権利の取得、機密保持契約による営業秘
密化等により、管理保護に努めるものとする。 

② 下請事業者及び親事業者は、特許権、著作権等知的財
産権や、営業秘密等知的財産の取扱いに関して、契約書
の締結及び契約内容の明確化に努めるものとする。 

③ 親事業者は、契約上知り得た下請事業者の特許権、著
作権等知的財産権や営業秘密等の知的財産の取扱いに
関して、下請事業者に損失を与えることのないよう、十
分な配慮を行うものとする。 

（新設） 

（削る） ２） 最近の経済環境の変化に伴う留意点 
（１）国際化の進展に伴う留意点 

① 下請事業者は次の事項に留意するものとする。 
イ．下請事業者は、親事業者の海外進出の進展等の動き

を踏まえ、その技術力、経営基盤等の強化に努め、自
ら取引の可能性の幅を拡大するよう努めること。 

ロ．下請事業者は、自ら海外進出を行う場合には、十分
な事前準備を行うほか、共同化を図るなどにより、そ
の円滑な実施に努めること。 

② 親事業者は次の事項に配慮するものとする。 
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イ．親事業者は、海外進出等に際しては、その計画につ

いて下請事業者に必要な情報を逐次提供しつつ、製品
等の多角化、新規親事業者の開拓等下請事業者が対応
を図ることに対し、下請事業者の要請に応じ積極的支
援を行うこと。 

ロ．下請事業者に対し、海外進出を要請する場合には、
下請事業者の自主的判断を十分尊重するとともに、親
事業者としての立場を利用して海外進出を強制し又
は要請に応じないことを理由として不当に取引の条
件又は実施について不利な取扱いをしないこと。 

ハ．下請事業者が親事業者とともに海外進出を行う場合
には、親事業者は下請事業者に対し現地の労働面、市
場面その他の面の事情について、十分な情報提供、指
導その他必要な協力を行うこと。 

（２）親事業者の事業再編の進展に伴う留意点 
① 下請事業者は親事業者の事業所の集約化等に伴う移

転、閉鎖、内製化等（以下「工場移転等」という｡ ）の
事業再編の動きを踏まえ、その技術力、経営基盤等の強
化に努め、自らの取引の可能性の幅を拡大するよう努め
るものとする。 

② 親事業者は、工場移転等に際してはその計画について
下請事業者に必要な情報を逐次提供しつつ、製品等の多
角化、新規親事業者の開拓等下請事業者が対応を図るこ
とに対し、下請事業者の要請に応じ積極的支援を行うも
のとする。 

（３）経済情勢の急激な変化に伴う下請事業者への配慮 
短期間における経済情勢の急激な変化により、親事業者

が影響を受ける場合には、その影響は極力親事業者自身が
吸収するとともに、下請事業者に不当に転嫁しないよう努
めるものとする。 

 
附 則 

１．この基準は、平成２５年９月２０日から適用する。 
２．平成１５年１１月４日付け平成 15・10・15 中第 3 号は廃

止する。 

附 則 
１．この基準は、平成１５年１１月１日から適用する。 
２．平成３年２月８日付け３企庁第１０８号は廃止する。 

 


